
第37期
定時株主総会 招集ご通知

開催日時 2020年６月24日（水曜日）午前10時
受付開始 午前９時

開催場所 兵庫県明石市中崎１丁目３番１号
明石市市民会館 ２階 中ホール

決議事項 第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役３名選任の件

＜新型コロナウイルスによる感染症予防に関するお知らせ＞
　新型コロナウイルス感染症予防のため、株主総会当日、当社ス
タッフはマスク着用にて対応させていただきます。ご出席され
る株主様におかれましても、マスク着用などの感染予防にご協力
いただき、ご来場くださいますようお願い申しあげます。また、
郵送により事前に議決権行使いただけますので、併せてご利用く
ださいますようお願い申しあげます。

　株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございませ
ん。何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

株式会社　カネミツ
証券コード：7208

表紙



株主の皆様へ

ご挨拶

　株主の皆様におかれましては、
　平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　ここに、第37期定時株主総会招集ご通知をお届けいたします。

　当社は創業以来、自動車および農機エンジン用の鋼板製プーリのリーディングカンパニーとして成長してき
ました。これからも経営理念
『カネミツは技術を尊び技術でＯnly－Ｏneを目指す カネミツはＯnly－Ｏne技術で安全と環境に貢献する』
を基本に、社会に必要とされる企業を目指し、奮闘してまいります。皆様から変わらぬご支援をお願い申しあ
げます。

　この度の新型コロナウイルス感染症の影響拡大により被害にあわれました皆様に心よりお見舞い申しあげま
す。
　近時の新型コロナウイルス感染拡大の事態を受け、慎重に検討いたしました結果、株主総会につきましては、
適切な感染防止策を実施させていただいた上で、開催させていただくことといたしました。
　株主の皆様におかれましては、ご自身の健康状態の維持に十分お気をつけいただき、書面による事前の議決
権行使をいただきますようお願い申しあげます。

　　代表取締役社長　金光俊明

新型コロナウイルス感染防止への当社の対応について
　新型コロナウイルス感染防止のため、本総会の開催にあたり対応を下記のとおりとさせていただきます。
　株主様におかれましては、何卒、ご理解とご協力のほどよろしくお願い申しあげます。
　なお、開催当日までの変更等は、当社ウェブサイトにてご案内いたします。（http://kanemitsu.co.jp）

記

・本総会は、円滑かつ効率的に執り行いますのでご協力をお願いいたします。
・会場受付付近に、マスクとアルコール消毒液を配備いたします。ご使用のご協力をお願いいたします。
・出席の役員および運営スタッフは、マスクを着用し応対をさせていただきます。
・座席の間隔を広く取るため、十分な座席が確保できない可能性があります。満席となった場合、ご入場をお
　断りする場合がございますので、あらかじめご了承くださいますようお願いいたします。
・お土産および飲み物の配布につきましては、中止とさせていただきます。
・ご入場の際、運営スタッフによる体温測定をさせていただくことがございます。

以　上

株主のみなさまへ
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証券コード　7208
2020年６月５日

株　主　各　位
兵庫県明石市大蔵本町20番26号

代表取締役社長 金 光 俊 明
第37期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第37期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2020年６月22日（月曜日）24時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し
あげます。

敬　具
記

１．日 時 2020年６月24日（水曜日）午前10時
２．場 所 兵庫県明石市中崎１丁目３番１号

明石市市民会館 ２階 中ホール
（末尾に記載の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。)

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第37期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告、連結計算書

類および計算書類の内容報告の件
２．会計監査人および監査役会の第37期連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金処分の件
取締役３名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　なお、事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://kanemitsu.co.jp）に掲載させていただきます。

－ 1 －

株主各位



(添付書類)

事 業 報 告

( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済減速の影響を受けたものの、国内では堅調
な雇用・所得環境を背景に緩やかな回復基調を維持しておりました。しかし、２月以降顕在化
した新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大に伴い、景気は減速感を強めました。
　自動車業界におきましては、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減等から、国内自
動車販売台数は10月以降減少に転じ、前年度比4.2％の減少となりました。
　このような状況の中、当社グループでは、主力商品であるプーリのアジア市場での拡販、自
動車用トランスミッション部品と電動部品の開発・拡販、明石工場閉鎖による国内３工場体制
の整備、バーチャル試作の活用等の取り組みを進めてまいりましたが、特需のエアバッグリコ
ール交換用部品のピークアウトによる影響が大きく、その結果、当連結会計年度の業績は、総
売上高は8,154百万円（前期比967百万円の減少）と減収になりました。利益面では、営業利
益は113百万円（前期比816百万円の減少）、経常利益は113百万円（前期比845百万円の減
少）、親会社株主に帰属する当期純利益は70百万円（前期比631百万円の減少）と減益になり
ました。
　なお、所在地セグメント別では、日本は、売上高5,334百万円（前期比547百万円の減少）、
営業損失167百万円（前期は営業利益370百万円）となり、東南アジアは、売上高2,140百万
円（前期比129百万円の減少）、営業利益102百万円（前期比63百万円の減少）となりまし
た。
　中国につきましては、売上高903百万円（前期比345百万円の減少）、営業利益127百万円
（前期比200百万円の減少）となりました。
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資額は総額で1,057百万円であり、その主なものは、本社事務所増
築、三木工場のプレス機増設、松本精工株式会社のCNC旋盤増設等であります。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度における設備投資等の所要資金は、自己資金および金融機関からの借入金等
をもって充当しました。

⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況

区　　分
第 34 期

(2016年 4 月 1 日から
2017年 3 月31日まで)

第 35 期
(2017年 4 月 1 日から

2018年 3 月31日まで)
第 36 期

(2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで)

第37期(当期)
(2019年 4 月 1 日から

2020年 3 月31日まで)
売 上 高 9,061百万円 9,494百万円 9,121百万円 8,154百万円

経 常 利 益 967百万円 973百万円 959百万円 113百万円
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 767百万円 731百万円 702百万円 70百万円

１株当たり当期純利益 150円02銭 142円99銭 137円17銭 13円79銭

総 資 産 12,751百万円 13,048百万円 13,056百万円 13,096百万円

純 資 産 8,253百万円 9,019百万円 9,452百万円 9,503百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 1,558円88銭 1,710円16銭 1,790円40銭 1,787円81銭

自 己 資 本 比 率 62.5％ 67.0％ 70.3％ 69.8％
（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式数控除後）に基づき算出しております。

２．１株当たり純資産は期末発行済株式総数（自己株式数控除後）に基づき算出しております。
３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）を第36

期の期首から適用しており、第35期の総資産の金額については、当該会計基準を遡って適用した後の
金額となっております。
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当事業年度の事業の状況、直前３事業年度の財産および損益の状況



⑶　重要な親会社および子会社の状況
重要な子会社の状況

会 社 名 KANEMITSU PULLEY CO., LTD.

所 在 地 タイ王国ラヨーン県

設 立 年 月 日 1999年11月17日

資 本 金 90,000千タイバーツ

出 資 比 率 90.0％

主 要 な 事 業 内 容 鋼板製プーリ、金属加工品および金型・治具の開発、製造および販売

関 係 内 容 当社の製品の一部を製造、役員の兼任４名

会 社 名 佛山金光汽車零部件有限公司

所 在 地 中華人民共和国広東省

設 立 年 月 日 2006年４月５日

資 本 金 4,830千米ドル

出 資 比 率 85.5％

主 要 な 事 業 内 容 鋼板製プーリ、金属加工品および金型・治具の製造および販売

関 係 内 容 当社の製品の一部を製造、金融機関からの借入金の債務保証、役員の兼任２名

会 社 名 PT. KANEMITSU SGS INDONESIA

所 在 地 インドネシア共和国西ジャワ州

設 立 年 月 日 2014年10月15日

資 本 金 4,200千米ドル

出 資 比 率 48.9％

主 要 な 事 業 内 容 鋼板製プーリ、金属加工品および金型・治具の製造および販売

関 係 内 容 当社の製品の一部を製造、金融機関からの借入金の債務保証、役員の兼任１名
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会 社 名 松本精工株式会社

所 在 地 兵庫県加古川市

設 立 年 月 日 1989年２月28日

資 本 金 10,000千円

出 資 比 率 100％

主 要 な 事 業 内 容 自動車用電装部品等の製造加工

関 係 内 容 当社の製品の一部を加工
（注）当社の連結子会社は、上記重要な子会社４社であります。

また、持分法適用関連会社は１社であります。
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重要な親会社および子会社の状況



⑷　対処すべき課題
　　当社グループでは、自動車部品の売上高に占める比率が９割を超えることから、自動車業界の
　動向が経営を大きく左右する構造となっており、また、新型コロナウイルス感染症の拡大による
　自動車需要の減少など、先行き不透明感が増しております。

　　　当社は、これまで自動車用プーリの拡販を事業の中核として進めてまいりましたが、自動車が
　　ハイブリッド化、電動化へと変化していく中で、今後は自動車のトランスミッション部品や電動
　　部品など新商品への更なる事業拡大と、ロボット市場など自動車以外の産業への参入も進めてま
　　いります。

　　　特に海外では、タイ国に保有するテクニカルセンターの技術HUB機能を強化することにより、
　　全海外拠点への技術支援体制の整備とともに新商品の海外拡販体制の構築を進めてまいります。

　　また、安全、安心、快適な作業環境の整備、ダイバーシティ経営およびESG経営を推進し、持
　続的な企業価値の向上を図ってまいります。

　　１．スローガン
　　　　“明日（みらい）の話ができる会社にしよう”

　　２．基本戦略
　　①事業の成長と収益

　　・自動車向けトランスミッション部品、電動部品の開発と拡販
　　・ロボット市場への参入
　　・海外拠点でのプーリ拡販
　　・新商品の国内生産体制の整備
　　・タイテクニカルセンターの海外技術HUB機能の確立
　　・新商品に必要な周辺技術の獲得

　　②経営基盤の強化
　　・安全、安心、快適な作業環境の整備
　　・ダイバーシティ経営の推進
　　・ESG経営の推進

　　　　③株主還元
　　　・第７次中期経営計画に引き続き継続的な増配の実施
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⑸　主要な事業内容（2020年３月31日現在）
自動車、農機用プーリの開発、製造および販売

⑹　主要な営業所および工場（2020年３月31日現在）
①　当社

本社 兵庫県明石市
三木工場 兵庫県三木市
加西工場 兵庫県加西市
長崎工場 長崎県長崎市
関東営業所 埼玉県さいたま市
中部営業所 愛知県刈谷市
テクニカルセンター
リサーチセンター

兵庫県加西市
長崎県長崎市

②　子会社
KANEMITSU PULLEY CO., LTD.

タイ王国ラヨーン県
佛山金光汽車零部件有限公司

中華人民共和国広東省
PT. KANEMITSU SGS INDONESIA

インドネシア共和国西ジャワ州
松本精工株式会社

兵庫県加古川市
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⑺　従業員の状況（2020年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

600名 16名増
（注）契約社員等63名（１日当たり８時間換算による）は含まれておりません。

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

228名 ９名減 39.26歳 13.89年
（注）契約社員等63名（１日当たり８時間換算による）は含まれておりません。

⑻　主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 247百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 245百万円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 208百万円
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従業員の状況、主要な借入先の状況
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 17,000,000株
②　発行済株式の総数 5,129,577株
③　株主数 3,690名
④　大株主（上位10名）は次のとおりであります。

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
金 光 俊 明 546千株 10.66％

　 カ ネ ミ ツ 従 業 員 持 株 会 446 8.71
大 阪 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 348 6.80
金 光 正 弘 204 3.98
山 田 三 郎 174 3.41
バ ン ド ー 化 学 株 式 会 社 141 2.76
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 136 2.66
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 136 2.66
金 光 秀 治 127 2.49
J F E 商 事 株 式 会 社 119 2.32

（注）持株比率は自己株式数（6,250株）を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役および監査役の状況（2020年３月31日現在）
地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 金 光 俊 明 KANEMITSU PULLEY CO., LTD.取締役
佛山金光汽車零部件有限公司　董事

取 締 役 大 西 将 隆
生産本部　本部長
KANEMITSU PULLEY CO., LTD.取締役
佛山金光汽車零部件有限公司　董事長兼総経理

取 締 役 金 光 秀 治
業務本部　本部長
KANEMITSU PULLEY CO., LTD.取締役
PT. KANEMITSU SGS INDONESIA プレジデントコミサリス

取 締 役 藤 井 直 樹 技術本部　本部長
KANEMITSU PULLEY CO., LTD.取締役

取 締 役 竹 治 康 公 神戸学院大学経済学部教授

取 締 役 林 　 隆 一 神戸学院大学経済学部准教授

常 勤 監 査 役 高 橋 康 弘

監 査 役 阪 東 浩 二

監 査 役 上 原 健 嗣 上原合同法律事務所（弁護士）

監 査 役 廣 瀨 敬 三

（注）１．取締役竹治康公氏、取締役林隆一氏は、社外取締役であります。
２．監査役阪東浩二氏、監査役上原健嗣氏、監査役廣瀨敬三氏は、社外監査役であります。
３．当社は、取締役竹治康公氏、取締役林隆一氏、監査役阪東浩二氏、監査役上原健嗣氏、監査役廣瀨敬

三氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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執行役員の状況（2020年３月31日現在）
氏 名 会 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

金　光　俊　明 代表取締役兼社長執行役員

大　西　将　隆 取締役兼常務執行役員　生産・設備・生産技術・中国事業担当

金　光　秀　治 取締役兼執行役員　人事・財務・CSR・総務担当

藤　井　直　樹 取締役兼執行役員　研究開発・知的財産担当

荻　野　英一郎 執行役員　インドネシア事業担当

野　村　賢　治 執行役員　調達担当

山　川　清　日 執行役員　タイ事業・女性活躍担当

小　池　恒　隆 執行役員　品質保証担当

寺　坂　孝　雄 執行役員　経営企画・IR・グループ事業統括担当

森　　　雅　彦 執行役員　国内営業担当

金　光　康　祐 執行役員　製品開発担当

金　光　啓　祐 執行役員　インド事業・法務・M＆A担当

②　取締役および監査役の報酬等の総額
区 分 人 員 報酬等の総額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

6名
(2)

56百万円
(10)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4
(3)

21
(9)

合 計 10
(5)

77
(20)

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2005年６月28日開催の第22期定時株主総会において年額200百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。また、2018年６月21日開催の
第35期定時株主総会において、上記報酬枠とは別枠で、取締役に対し、譲渡制限付株式の付与のため
に支給する金銭報酬債権として年額100百万円以内と決議いただいております。

－ 11 －

会社役員の状況



３．監査役の報酬限度額は、2005年６月28日開催の第22期定時株主総会において年額50百万円以内と
決議いただいております。

４．取締役の報酬等の総額には、当事業年度に係る役員賞与として支払い予定の金額を含んでおります。
５．取締役の報酬等の総額には、当事業年度に係る譲渡制限付株式報酬の費用計上額を含んでおります。
６．当社は、2005年６月28日開催の第22期定時株主総会終結の時をもって取締役および監査役の役員退

職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役および監査役に対しては、役員
退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を、当社の規程に従い退任時に贈呈す
ることを決議いただいております。

③　社外役員に関する事項
イ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 竹 治 康 公
当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席いたしまし
た。主に大学の教授としての専門的な高い知識・豊富な経験等
から発言を行っております。

取 締 役 林 　 隆 一

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席いたしまし
た。主に証券会社の研究員として培われた自動車業界および
IR・企業分析等に関する豊富な知識と高い見識から発言を行っ
ております。

監 査 役 阪 東 浩 二

当事業年度に開催された取締役会13回全てに出席し、監査役会
18回全てに出席いたしました。また、その他重要会議にも出席
し、積極的に発言するとともに年度計画に基づく業務監査、決
算監査にも立ち会い、経験等に基づきアドバイスを行っており
ます。

監 査 役 上 原 健 嗣

当事業年度に開催された取締役会13回のうち12回に出席し、
監査役会18回のうち17回に出席いたしました。また、決算監
査にも立ち合い、弁護士としての専門的な知識・経験等に基づ
き発言を行っております。

監 査 役 廣 瀨 敬 三

当事業年度の就任後に開催された取締役会10回の全てに出席
し、監査役会14回全てに出席いたしました。また、その他重要
会議にも出席し、積極的に発言するとともに年度計画に基づく
業務監査、決算監査にも立ち会い、経験等に基づきアドバイス
を行っております。

（注）１．上記取締役会の開催回数には、書面決議を含んでおりません。
２．取締役竹治康公氏、取締役林隆一氏の兼職先である神戸学院大学、監査役上原健嗣氏の兼職先である

上原合同法律事務所と当社との間には、特別な利害関係はありません。
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ロ．責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限
度額を限度としております。

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ
②　報酬等の額

区　　　　　　　分 報 酬 等 の 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額 23百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等
の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、社内関係部署および会計監査人から必要な資料の入手および報告を受け、会計監査人の
当該事業年度の監査計画の妥当性および適切性、当該監査報酬の算出根拠、当該監査計画と監査報酬
との整合性等を精査および確認し、審議した結果、当該事業年度の監査報酬の額は適切であると判断
し、会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．当社の重要な子会社のうち、在外子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を
受けております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　会社都合の場合の他、当社監査役会は、当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に定
められている解任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場合、も
しくは、監督官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監査業務に重大な支障を来たす
事態が生じた場合には、会計監査人の解任または不再任に関する議案を決定し、当社取締役
会は、当該決定に基づき当該議案を株主総会に提出することとしております。
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⑸　業務の適正を確保するための体制
　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その
他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

・コンプライアンス体制に係る規程を制定し、役員および社員が法令・定款および当社の経営
理念を遵守した行動をとるため、「カネミツグループ役員および従業員行動規範」を定める。
また、その徹底を図るため、ＣＳＲ委員会を設け、全社のコンプライアンスの取組を横断的
に行うこととし、同委員会を中心に役員および社員教育を行う。

・内部監査室は、ＣＳＲ委員会と連係のうえ、コンプライアンスの状況およびリスク管理状況
を監査する。これらの活動は定期的に取締役会および監査役会に報告するものとする。

・法令上疑義のある行為等について役員および社員が直接情報提供を行う手段として内部通報
規程を制定し運用する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
・取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理について、文書管理規程等の社内規程およ

び関連標準に基づき、適切に保存管理する。
・取締役および監査役は文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・取締役会が定める「リスクマネジメント規程」により、リスクを適切に管理する。
・取締役会の下に全社的リスクマネジメント推進に関わる課題・対策を協議承認する組織とし

てＣＳＲ委員会が活動しており、必要に応じて個別の規程を制定する。またＣＳＲ委員会は、
当社および子会社等において発生したリスクおよび対応状況の報告を受け対応を検討する。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役の職務の執行の効率化を図るため、取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応

じて随時臨時に開催するものとし、重要事項については経営会議において協議を行う。
・執行役員制度導入により、取締役の執行機能を補佐強化し、経営の意思決定の迅速化と業務

執行の効率化を図る。
・取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務権限規程において、それぞれ

の責任者およびその責任、執行手続について定め、運用する。
・将来の事業環境、展開を踏まえ、中期経営計画および各事業年度経営方針、計画を策定し、

各執行役員、各本部ならびに各部門は、その目標達成に向けて具体的施策を立案、実行する。

⑤　会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・当社およびグループ各社における内部統制の構築を推進し、当社にグループ全体の内部統制

に関する担当部署を設けるとともに、当社およびグループ各社間での内部統制に関する協議、
情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。

・当社は、財務計算に関する書類の適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠し、
財務報告に係る内部統制の構築、評価および報告に関して、内部監査室が独立した立場から
内部統制システムの整備、運用状況を継続的に評価し、評価結果を取締役会に報告する。

・当社取締役、各部門長およびグループ各社の社長は、各部門の業務執行の適正を確保する内
部統制の確立と運用の権限と責任を有する。

・当社の監査役および内部監査室は、当社およびグループ各社の内部監査を実施し、カネミツ
グループの業務の適正を確保するため改善策の指導、支援助言等を行う。また、必要に応じ
て取締役会に報告する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項および当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項

・監査役から求められた場合は、監査役と協議のうえ当社社員を監査役を補助すべき使用人と
して配置する。配属された社員に関する人事異動、組織変更等は、監査役会の意見を聞くも
のとする。また当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役に係る業務を優先し
て従事する。
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⑦　当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報
告に関する体制、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制

・当社および子会社の取締役および使用人は、監査役会に対して、法定事項に加え、当社およ
びグループ各社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、内部通報規程に基づく通
報状況およびその内容を確認次第、速やかに報告するものとし、報告したことを理由として、
解雇その他いかなる不利益な取扱いを行わないものとする。

・代表取締役、取締役および使用人は、取締役会等の重要な会議において、随時その担当する
業務の執行状況の報告を行う。

⑧　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
・監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他の当該職務の執行

について生ずる費用または債務の処理については、「監査役監査規程」に定め、監査役の請
求等に従い速やかに処理を行う。

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役は、代表取締役、監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を実施する。また監査役は

必要ある場合は各業務執行取締役、執行役員および重要な使用人からヒヤリングするととも
に経営会議その他重要な会議への出席、稟議規程に基づく決裁書の確認を実施する。

・監査の実施にあたり必要と認める時は自らの判断で顧問弁護士、公認会計士、弁理士、その
他のアドバイザーを活用する。

⑩　反社会的勢力排除に向けた体制
・当社は、反社会的勢力排除に向け、市民社会の秩序や安全を脅かす反社会的勢力・団体と断

固として対決するものとし、一切の関係を遮断する。
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⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　重要事項については経営会議で審議し、毎月または臨時に開催する取締役会で決定等を行っ

ております。

②　グループ会社の重要事項についてはグローバル経営会議を開催し審議を行っております。ま
た、「関係会社管理規程」を制定し、グループ会社の本社への報告事項、承認事項を明確に
定めております。

③　「ＣＳＲ基本規程」に基づき、ＣＳＲ委員会を定期的に開催し、コンプライアンス、リスク
マネジメント推進に関わる課題、対策を協議しております。

④　「カネミツグループ役員および従業員行動規範」「企業行動憲章」について、社員ハンドブ
ックの配付により全従業員に周知徹底を図っております。また、コンプライアンスに関する
社内研修を実施し、社員教育に努めております。

⑤　内部監査室は監査法人と連係して内部統制状況を確認し、取締役会は、その内容を審議・承
認しております。

⑥　取締役および執行役員は３か月毎に取締役会にて担当業務の執行状況について報告を行って
おります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

（13,096,578）
（5,356,876）

2,598,916
1,467,565

476,036
3,685

97,998
505,738
63,479

143,456
（7,739,701）
（6,864,296）

1,894,002
2,137,628

169,859
2,190,463

472,342
（137,395）

13,720
123,674

（738,009）
478,704
106,156
17,741

135,407

負 債 の 部 （3,592,821）
流 動 負 債 （2,353,484）

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 750,640
短 期 借 入 金 584,472
１年内返済予定の長期借入金 265,640
リ ー ス 債 務 20,825
未 払 法 人 税 等 25,833
賞 与 引 当 金 102,201
役 員 賞 与 引 当 金 5,901
そ の 他 597,969

固 定 負 債 （1,239,337）
長 期 借 入 金 348,893
リ ー ス 債 務 207,866
退 職 給 付 に 係 る 負 債 249,698
繰 延 税 金 負 債 318,432
長 期 未 払 金 112,380
そ の 他 2,065

純 資 産 の 部 （9,503,756）
株 主 資 本 （8,693,507）
資 本 金 556,073
資 本 剰 余 金 447,480
利 益 剰 余 金 7,705,790
自 己 株 式 △15,837

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 （448,178）
その他有価証券評価差額金 139,464
為 替 換 算 調 整 勘 定 308,713

非 支 配 株 主 持 分 （362,071）
資 産 合 計 13,096,578 負 債 純 資 産 合 計 13,096,578
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連 結 損 益 計 算 書

( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 8,154,430
売 上 原 価 6,500,980

売 上 総 利 益 1,653,449
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,540,143

営 業 利 益 113,306
営 業 外 収 益 47,765

受 取 利 息 及 び 配 当 金 27,840
有 価 証 券 評 価 益 1,550
ス ク ラ ッ プ 売 却 益 6,337
そ の 他 12,037

営 業 外 費 用 47,143
支 払 利 息 26,533
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 4,058
為 替 差 損 16,520
そ の 他 31
経 常 利 益 113,928

特 別 利 益 194,479
固 定 資 産 売 却 益 17,109
保 険 解 約 返 戻 金 44,417
補 助 金 収 入 131,985
受 取 保 険 金 967

特 別 損 失 52,030
固 定 資 産 除 売 却 損 18,041
投 資 有 価 証 券 評 価 損 33,680
保 険 解 約 損 307

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 256,377
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 85,194
法 人 税 等 調 整 額 99,794
当 期 純 利 益 71,388
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 827
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 70,560
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 556,073 450,193 7,778,236 △6,687 8,777,817
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △132,946 △132,946

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 70,560 70,560

連 結 範 囲 の 変 動 △10,060 △9,150 △19,210

連結子会社の増資による
持 分 の 増 減 △2,713 △2,713

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － △2,713 △72,446 △9,150 △84,310
当 期 末 残 高 556,073 447,480 7,705,790 △15,837 8,693,507

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主
持　　　分 純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 191,707 203,294 395,002 279,989 9,452,809
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △132,946

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 70,560

連 結 範 囲 の 変 動 △19,210

連結子会社の増資による
持 分 の 増 減 △2,713

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △52,243 105,419 53,176 82,081 135,257

当 期 変 動 額 合 計 △52,243 105,419 53,176 82,081 50,947
当 期 末 残 高 139,464 308,713 448,178 362,071 9,503,756
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び名称
・連結子会社の数　　　　　　　４社
・連結子会社の名称　　　　　　KANEMITSU PULLEY CO., LTD.

佛山金光汽車零部件有限公司
PT. KANEMITSU SGS INDONESIA
松本精工株式会社

　上記のうち、松本精工株式会社は、重要性が増したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めており
ます。

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社
・関連会社の数　　　　　　　　１社
・関連会社の名称　　　　　　　JBM Kanemitsu Pulleys Private Limited

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類
を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行なっております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
・売買目的有価証券

時価法（売却原価は移動平均法により算定）
・その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産
・製品・原材料・仕掛品　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
・貯蔵品　　　　　　　　　　　　主として最終仕入原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
(リース資産を除く)

　当社及び国内連結子会社は定率法によっております。ただし、
1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については
定額法、海外連結子会社は定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物 15～31年
構築物 10～35年
機械装置 ８～16年
車両運搬具 ４～６年
工具器具備品 ２～８年

ロ．無形固定資産
(リース資産を除く)

　定額法によっております。
　なお、償却年数は次のとおりです。

ソフトウェア（自社利用分）５年
ハ．リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（ただし残価保証がある
場合は当該金額）とする定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年

度に負担すべき額を計上しております。
ロ．役員賞与引当金　　　　　　　　役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度

に負担すべき額を計上しております。
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④　退職給付に係る負債の計上基準
　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に関しては、企業年金制度については期末現在の数理債
務から年金資産の公正な評価額を控除した額、また、その他の部分については期末自己都合退職による
要支給額を計上しております。

⑤　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。
　なお、在外子会社等の資産及び負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期
中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分
に含めております。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却に関しては、その個別案件ごとに判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却しており
ます。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において、流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「リース債務」は金額的重要
性が増したため独立掲記しております。また、前連結会計年度において、固定負債の「その他」に含めて表示
しておりました「リース債務」は金額的重要性が増したため独立掲記しております。
　なお、前連結会計年度の流動負債の「リース債務」は696千円、固定負債の「リース債務」は1,886千円で
あります。

３．連結貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額 9,214,045千円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 5,129,577株 －株 －株 5,129,577株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2019年６月20日開催の第36期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額　　　　　66,603千円
・１株当たり配当額　　　13.00円
・基準日　　　　　　　　2019年 3 月31日
・効力発生日　　　　　　2019年 6 月21日

ロ．2019年11月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額　　　　　66,603千円
・１株当たり配当額　　　13.00円
・基準日　　　　　　　　2019年 9 月30日
・効力発生日　　　　　　2019年12月 2 日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
2020年６月24日開催の第37期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額　　　　　66,603千円
・配当の原資　　　　　　利益剰余金
・１株当たり配当額　　　13.00円
・基準日　　　　　　　　2020年 3 月31日
・効力発生日　　　　　　2020年 6 月25日
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借
入や社債発行による方針です。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するためにのみ利用し、
投機的な取引は行いません。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ
スクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも
に、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。
　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する
企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。
　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）
は主に設備投資に係る資金調達です。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資
金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参
照）。

（単位：千円）
連結貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

①現金及び預金 2,598,916 2,598,916 －
②受取手形及び売掛金 1,467,565 1,467,565 －
③電子記録債権 476,036 476,036 －
④投資有価証券 460,230 460,230 －
⑤支払手形及び買掛金 (750,640) (750,640) －
⑥短期借入金 (584,472) (584,472) －
⑦未払法人税等 (25,833) (25,833) －
⑧長期借入金 (614,533) (613,107) △1,425
⑨長期未払金 (112,380) (112,555) 174

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
①　現金及び預金、②　受取手形及び売掛金、並びに③　電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

④　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、その他は取引所の価格又は取引金融機関
等から提示された価格によっております。
　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原
価との差額は以下のとおりです。

（単位：千円）
種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

株式 201,233 424,775 223,541
その他 － － －

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

株式 50,981 35,454 △15,527
その他 － － －

合計 252,215 460,230 208,014
（注）当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損を33,680千円計上しております。

⑤　支払手形及び買掛金、⑥　短期借入金、並びに⑦　未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

⑧　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割
り引いて算定する方法によっております。

⑨　長期未払金
　長期未払金の時価については、将来キャッシュ・フローを期間及び信用リスクを加味した利率で割り
引いた現在価値により算定しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額18,474千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー
を見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④投資有価証券」
には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,787円81銭
⑵　１株当たり当期純利益 13円79銭
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７.追加情報
　当社グループの所属する自動車業界におきましては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、翌連結
会計年度の第１四半期連結会計期間以降、需要の減少が見込まれます。このような状況は、2020年８月頃ま
では続くことを想定しております。また、感染拡大の収束に伴い需要が徐々に正常化し、新型コロナウイルス
の感染拡大前の状況に戻るとの仮定のもと、固定資産の減損の会計上の見積もりを行っております。
　なお、この仮定は不確実性が高く、収束が遅延し影響が長期化した場合には、将来において損失が発生する
可能性があります。
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 （8,378,766） 負 債 の 部 （2,262,633）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 還 付 法 人 税 等
未 収 消 費 税 等
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 未 収 入 金
保 険 積 立 金
そ の 他
投 資 損 失 引 当 金

（2,729,056）
741,894
94,029

454,904
832,908

6,877
385,302
26,248
12,910
56,000
28,685
89,296

（5,649,709）
（4,650,972）

1,144,540
39,271

1,013,816
2,854

51,787
2,036,522

362,179
（40,555）

39,093
1,462

（958,181）
474,625
572,040

2,070
17,539
70,759
18,927

△197,779

流 動 負 債 （1,654,463）
買 掛 金 542,988
短 期 借 入 金 390,000
１年内返済予定の長期借入金 123,050
リ ー ス 債 務 20,040
未 払 金 118,530
未 払 費 用 134,879
預 り 金 46,085
賞 与 引 当 金 96,066
役 員 賞 与 引 当 金 5,901
そ の 他 176,922

固 定 負 債 （608,170）
長 期 借 入 金 101,700
リ ー ス 債 務 206,644
退 職 給 付 引 当 金 185,851
繰 延 税 金 負 債 65,528
長 期 未 払 金 46,380
そ の 他 2,065

純 資 産 の 部 （6,116,132）
株 主 資 本 （5,977,278）
資 本 金 556,073
資 本 剰 余 金 450,193
資 本 準 備 金 450,193

利 益 剰 余 金 4,977,697
利 益 準 備 金 27,146
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,950,551

別 途 積 立 金 2,930,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,020,551

自 己 株 式 △6,687
評 価 ・ 換 算 差 額 等 （138,854）
その他有価証券評価差額金 138,854

資 産 合 計 8,378,766 負 債 純 資 産 合 計 8,378,766
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損 益 計 算 書

( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,908,220
売 上 原 価 4,048,104

売 上 総 利 益 860,115
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,088,995

営 業 損 失 （ △ ） △228,880
営 業 外 収 益 260,667

受 取 利 息 及 び 配 当 金 181,637
受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 68,051
そ の 他 10,979

営 業 外 費 用 23,562
支 払 利 息 8,325
為 替 差 損 15,236
経 常 利 益 8,225

特 別 利 益 150,715
固 定 資 産 売 却 益 10,238
保 険 解 約 返 戻 金 7,524
補 助 金 収 入 131,985
受 取 保 険 金 967

特 別 損 失 202,145
固 定 資 産 除 売 却 損 18,031
投 資 有 価 証 券 評 価 損 33,680
投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 150,125
保 険 解 約 損 307

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △43,203
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 10,486
法 人 税 等 調 整 額 123,770
当 期 純 損 失 （ △ ） △177,460
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株主資本等変動計算書

( 2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

評価・換算
差額等

純資産
合　計資本金

資　本
剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資　本

準備金
利　益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計

その他有価
証券評価
差額金別　途

積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 556,073 450,193 27,146 2,930,000 2,331,218 5,288,364 △6,687 6,287,944 191,707 6,479,652
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △133,206 △133,206 △133,206 △133,206
当 期 純 損 失
（ △ ） △177,460 △177,460 △177,460 △177,460

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 (純 額 )

△52,853 △52,853

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △310,666 △310,666 － △310,666 △52,853 △363,519
当 期 末 残 高 556,073 450,193 27,146 2,930,000 2,020,551 4,977,697 △6,687 5,977,278 138,854 6,116,132
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法
③　たな卸資産

・製品・原材料・仕掛品　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
(リース資産を除く)

　　定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得し
た建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物 15～31年
構築物 10～35年
機械装置 ９年
車両運搬具 ４～６年
工具器具備品 ２～８年

②　無形固定資産
(リース資産を除く)

　定額法によっております。
　なお、償却年数は次のとおりです。

ソフトウェア（自社利用分）５年
③　リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（ただし残価保証がある
場合は当該金額）とする定額法によっております。
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⑶　引当金の計上基準
①　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に

負担すべき額を計上しております。
②　役員賞与引当金　　　　　　　　役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度に負

担すべき額を計上しております。
③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、企業年金制度については期末現在

の数理債務から年金資産の公正な評価額を控除した額、また、その他
の部分については期末自己都合退職による要支給額を計上しておりま
す。

④　投資損失引当金　　　　　　　　関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等
を勘案して必要額を計上しております。

⑷　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 6,014,774千円

⑵　偶発債務
関係会社の金融機関からの債務に対し保証を行っております。

佛山金光汽車零部件有限公司
PT.KANEMITSU SGS INDONESIA

164,370千円
31,944千円

⑶　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 92,004千円
②　長期金銭債権 17,539千円
③　短期金銭債務 3,066千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
①　売上高 101,911千円
②　仕入高 129,754千円
③　その他の取引高 13,751千円

営業取引以外の取引高 246,282千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 6,250株 －株 －株 6,250株
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５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金（注） 31,739千円
賞与引当金 29,300千円
未払事業税 △597千円
退職給付引当金 56,684千円
長期未払金 14,146千円
有形固定資産 102,109千円
投資有価証券 36,836千円
子会社株式 164,222千円
投資損失引当金 60,322千円
資産除去債務 629千円
その他 12,308千円

繰延税金資産小計 507,702千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注） △31,739千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △475,963千円

評価性引当額小計 △507,702千円
繰延税金資産合計 －千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △65,528千円
繰延税金負債合計 △65,528千円

繰延税金負債の純額 △65,528千円

(注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
当事業年度（2020年3月31日）

科目 １年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

5年超
（千円）

合計
（千円）

税務上の繰越欠損金
（※） － － － － － 31,739 31,739

評価性引当額 － － － － － △31,739 △31,739

繰延税金資産 － － － － － － －
※税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。
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６．関連当事者との取引に関する注記
子会社

種類 会社等の名称 資本金又は
出資金 事業の内容

議 決 権 等
の所有(被
所有)割合
（％）

関係内容
取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

子会社
KANEMITSU
PULLEY
CO.,LTD.

90,000千タイバーツ
鋼板製プー
リ、金属加
工製品の製
造及び販売

所有
直接90％

兼任
４名

プーリ半
製品の販
売・仕入

ロイヤリティー及
び技術支援収入

（注２）
44,400 流動資産

その他 8,242

子会社 佛山金光汽車
零部件有限公司 4,830千米ドル

鋼板製プー
リ、金属加
工製品の製
造及び販売

所有
直接85.5％
間接14.5％

兼任
２名

プーリ半
製品の販
売・仕入

設備の譲渡高
（注４） 6,798 － －

債務保証
（注１） 164,370 － －

ロイヤリティー及
び技術支援収入

（注２）
23,581 流動資産

その他 15,520

子会社
PT.
KANEMITSU
SGS
INDONESIA

4,200千米ドル
鋼板製プー
リ、金属加
工製品の製
造及び販売

所有
直接48.9％
(注５）

兼任
１名 －

金銭貸付
（注３） 56,866 流動資産

その他 56,866

債務保証
（注１） 31,944 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）銀行借入につき、債務保証を行っております。また、当該債務保証について、保証料の受取は行ってお

りません。
（注２）ロイヤリティー及び技術支援収入については、契約に基づき合理的に決定しております。
（注３）金銭貸付については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。
（注４）設備の譲渡高は、見積書を呈示して協議の上決定しております。
（注５）自己の計算において所有している議決権と同意している者が所有している議決権とを合わせて議決権の

過半数を占めているため、子会社としております。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,193円78銭
⑵　１株当たり当期純損失（△） △34円63銭
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連結計算書類に係る会計監査報告書　謄本
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2020年５月19日
株式会社　カ　ネ　ミ　ツ

取　締　役　会　御中
有限責任監査法人 トーマツ
　　　 神　戸　事　務　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 伊 東 昌 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 方 　 実 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社カネミツの2019年4月1日から2020年3
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社カネミツ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告書　謄本
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2020年５月19日
株式会社　カ　ネ　ミ　ツ

取　締　役　会　御中
有限責任監査法人 トーマツ
　　　 神　戸　事　務　所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 伊 東 昌 一 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 西 方 　 実 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社カネミツの2019年4月1日から2020
年3月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第37期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、年度初めに、当該事業年度の監査方針及び監査計画を定め、経営方針に掲げられた課

題の実施状況の検証を重点項目とし、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受ける
ほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

⑵　監査役会を随時開催し、各監査役が行った監査結果を他の監査役に伝え意見を交換するとともに、
情報の共有化に努めました。各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に準拠し、当該事業年
度の監査の方針、監査計画に従い、取締役、内部監査部門である内部監査室、その他の使用人等と
意思疎通を図りながら、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を
実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、随時質問及び意見を述べました。稟議書などの重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び使用人と意思疎通及び情報の交換を図るとともに、月次採算の報告及び年次事業の
報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたし
ました。また、財務報告に係わる内部統制につきましては、内部監査室及び会計監査人から両者
の協議の状況並びに当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受けました。

③　会計監査に関しましては、事前に会計監査人から監査計画の説明を受け協議を行うとともに、監
査結果の報告を受けました。さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実
施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。（財務報告に係わる内部統制も含む）

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月19日
株式会社 カネミツ　監査役会
常勤監査役 高 橋 康 弘 ㊞
社外監査役 阪 東 浩 二 ㊞
社外監査役 上 原 健 嗣 ㊞
社外監査役 廣 瀨 敬 三 ㊞

以　上
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、第８次中期経営計画におきましても、株主の皆様への利益還元として、安定した増配を継
続することを基本方針とし、そのために新商品の開発と拡販を経営の最重要課題と位置付け、推進し
ております。
　当期の期末配当金につきましては、当期の業績を考慮いたしまして、以下のとおりといたしたいと
存じます。

①　配当財産の種類
金銭

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額
当社普通株式１株につき金13円　　総額66,603,251円

（ご参考）これにより、中間配当金（１株につき13円）と合わせまして、年間配当金は１株
につき26円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
2020年６月25日
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第２号議案　取締役３名選任の件
　取締役　金光俊明、大西将隆、金光秀治の３氏は本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
か ね

金
み つ

光
と し

俊
あ き

明
（1959年８月11日生)

1982年 ４月 合資会社金光銅工熔接所
（現　株式会社カネミツ）入社

546,400株

1987年 ２月 当社取締役管理部業務課長
1998年12月 当社常務取締役営業技術本部長
2004年 ６月 当社代表取締役専務
2006年 ４月 当社代表取締役専務

営業技術本部長兼生産本部長
2009年 ６月 当社代表取締役社長
2012年 ４月 当社代表取締役兼社長執行役員

（現任）
（重要な兼職の状況）
KANEMITSU PULLEY CO., LTD.取締役
佛山金光汽車零部件有限公司　董事

・取締役候補者とした理由
　　入社以来、主に営業、技術開発、生産、海外事業を歴任し、2012年４月からは当社の代表取締役兼社長
　執行役員に就任し、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。
　　新商品事業の拡大や自動車以外の産業への参入、そして新型コロナウイルス感染症の影響が懸念される
　中当社グループの経営強化のため、引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

２
お お

大
に し

西
ま さ

将
た か

隆
(1957年２月10日生)

1979年 ４月 合資会社金光銅工溶接所
（現　株式会社カネミツ）入社

14,400株

1998年10月 当社営業開発部長
1999年 ３月 当社取締役営業開発部長
2004年 ６月 当社取締役営業技術本部長兼

営業開発部長
2006年 ４月 当社取締役中国現地法人設立準備室長
2009
2012
2015
2017

年
年
年
年

６
６
６
６

月
月
月
月

当社取締役営業技術本部長
当社取締役兼執行役員
当社取締役兼常務執行役員
当社取締役兼常務執行役員生産本部長
（現任）

（重要な兼職の状況）
 KANEMITSU PULLEY CO., LTD.取締役
 佛山金光汽車零部件有限公司　董事長兼総経理

・取締役候補者とした理由
　　入社以来、主に営業、技術開発、生産、海外事業を歴任し、2017年６月からは当社取締役兼常務執行役員
　生産本部長に就任し、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。
　　当社グループの経営強化と特には新商品事業のさらなる発展のため、引き続き選任をお願いするものであ
　ります。
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招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

候補者
番　号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

３
か ね

金
み つ

光
しゅう

秀
じ

治
(1964年11月７日生)

1987年 ３月 当社入社

127,400株

1999年 ３月 当社取締役営業開発部
設計開発グループ長

2001年 ４月 当社取締役営業開発部次長
2002年 ４月 当社取締役経営推進室長兼生産支援部長
2004年 ５月 当社取締役経営推進室長
2005年 １月 当社取締役経営企画部長
2006

2008
2012
2016

2017

年

年
年
年

年

４

２
４
４

６

月

月
月
月

月

当社取締役業務本部副本部長
兼経営企画部長
当社取締役業務本部長
当社取締役兼執行役員
当社取締役兼執行役員業務本部長
兼経営企画部長
当社取締役兼執行役員業務本部長
（現任）

（重要な兼職の状況）
KANEMITSU PULLEY CO., LTD.取締役
PT. KANEMITSU SGS INDONESIA
プレジデントコミサリス

・取締役候補者とした理由
　　入社以来、主に技術開発、経営企画、海外事業を歴任し、2017年６月からは当社取締役兼執行役員業務本
　部長に就任し、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しております。
　　当社グループの経営基盤の強化とさらなる成長のため、引き続き選任をお願いするものであります。
（注）各取締役候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。

以　上

－ 45 －

取締役選任議案



株式会社カネミツ 株主総会会場ご案内図
会場

〒673－0883　兵庫県明石市中崎１丁目３番１号
明石市市民会館　２階　中ホール

2

28

Ｎ

明石市役所

明石駅前 桜町東 人丸前

錦江橋南詰 中崎公会堂前

検察庁
裁判所

明石市民会館前

株主総会会場
明石市市民会館

JR 明石駅

山陽電気鉄道 明石駅

アスピア
明石

銀
座
通
り

中崎1丁目

中崎
公会堂

勤労福祉
会館

明石市役所
北庁舎

山陽電気鉄道 人丸前駅

交通
■JR・山陽電気鉄道明石駅から徒歩約20分

JR・山陽電気鉄道明石駅を南下、国道28号線との交差点を左折し、東へ500mほど
■山陽電気鉄道人丸前駅から徒歩約15分

山陽電気鉄道人丸前駅を南下。国道28号線との交差点「中崎公会堂前」を右折し西へ300mほど
■JR・山陽電気鉄道明石駅からバス

JR・山陽電気鉄道明石駅東側の高架下（13番のりば）から大蔵海岸方面乗車市役所前下車
※明石市市民会館専用の駐車場はございませんので、公共交通機関をご利用ください。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図B案


